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 調査日程： 2020年 7月31日～ 8月21日 ■ 調査方法： メール配信・メール回収
 調査項目：

（１）各社の業況について（前年同期比での売上増減率）
1. 前年同四半期の売上高を100とし、整数値(％)でお答えください。

＊令和２年4～6月（前年4～6月比）： ％
2. 令和２年度の売上高見通しの前年比を、整数値(％)でお答えください。

＊令和２年度売上高見通し（ 月決算）： ％

（２）政府・地方自治体等の支援策活用状況について（MA）
a. 持続化給付金（上限：法人200万円・個人100万円）
b. 家賃支援給付金（上限：法人600万円・個人300万円）
c.「緊急融資」等の資金繰り支援策
d. 雇用調整助成金
e. その他（ ）
f.  ひとつも活用していない／適用対象外

（３）経産省への追加支援要請について（SA）
a.「持続化給付金」、「家賃支援給付金」等の助成金施策を追加・拡充
b.「緊急融資」等の資金繰り支援策を追加・拡充（適用条件緩和を含む）
c.「雇用調整助成金」の適用条件及び手続きを緩和・簡素化
e. その他（ ）
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※）数値はいずれも単純平均

４～６月期
実績（増減率）

2億円未満 12社 56.2%

2～10億円未満 11社 57.1%

10～50億円未満 15社 72.7%

50億円以上 6社 92.0%

回答社数 44社 67.5%

売上高規模別

（１）各社の業況について（前年同期比）： 4～6月実績と年間見通し

（n=）
年間

見通し（増減率）

10社 76.2%

11社 72.3%

15社 86.1%

6社 96.3%

42社 81.8%

・この4～6月期はたいへん厳しく、全体として前年の約2/3の水準にとどまった
売上高規模別では、小規模企業ほど落ち込み幅が大きい

・年間見通しではやや持ち直す予測であるものの、前年比で2割減の見込み
売上高規模による傾向も変わらず、10億円未満層での苦境継続が懸念される
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・東京都のテレワーク助成金（4件）
・厚労省：働き方改革推進支援助成金（テレワーク）（2件）
・小学校休業等対応助成金（2件）
・雇用環境整備促進奨励金 …等
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a.「持続化給付金」、「家賃支援給付金」等の助成金施策を追加・拡充

b.「緊急融資」等の資金繰り支援策を追加・拡充（適用条件緩和を含む）

c.「雇用調整助成金」の適用条件及び手続きを緩和・簡素化

d. その他

※選択項目外

（3）経産省への追加支援要請について（MA）(n=44)

・オンライン・インタビュー設備投資への助成

・企業活動で必要なアルコール消毒やマスク、
資材などの感染対策費用の支援

・労働条件のテレワーク推進に沿った見直し
＊深夜残業手当の廃止、休日出勤手当の廃
止、裁量労働制の要件拡大

・「障害者雇用納付金」の減免について厚労省
に働きかけ …等

・該当なし（2社）
・要請なし
・なし
・無記入（4社）
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